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平成２４年度門真市水道事業会計決算審査意見について  

 

  

地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき、審査に付

された平成２４年度門真市水道事業会計決算諸表及び関係諸

帳簿、証拠書類を審査した結果、次のとおり意見をつけて送付

します。  
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Ⅰ．審査の期間 

   平成２５年６月１日から平成２５年７月２６日まで 

 

Ⅱ．審査の対象 

１．平成２４年度  門真市水道事業決算報告書 

  ２．平成２４年度  門真市水道事業損益計算書 

  ３．平成２４年度  門真市水道事業剰余金計算書 

  ４．平成２４年度  門真市水道事業剰余金処分計算書 

  ５．平成２４年度  門真市水道事業貸借対照表 

  ６．平成２４年度  門真市水道事業報告書 

  ７．平成２４年度  門真市水道事業収益費用明細書 

  ８．平成２４年度  門真市水道事業資本的収入支出明細書 

  ９．固定資産明細書 

 １０．企業債明細書 

 １１．平成２４年度  門真市水道事業資金収支表 

 

Ⅲ．審査の方法 

  審査にあたっては、決算報告書並びに財務諸表が地方公営企業法、その他関係法

令に準拠して作成され、かつ企業の財政状態及び経営成績を適正に表示しているか

を検討し、この決算における予算執行の結果が地方公営企業の基本原則である経済

性に合致しているかどうかについて、総勘定元帳及び補助簿、関係証拠書類並びに

現金出納簿の提出を求めて照合し、一部については抽出して精査し、支払証書につ

いては例月現金出納検査を実施しているのでこれを参考とし、必要に応じ関係職員

の説明を求め審査を行なった。 

 

Ⅳ．審査の結果 

  審査に付された決算書の計数については、それぞれの関係諸帳簿類と照合点検を

行ったところ、いずれも符合しており正確であることを認めた。 
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  また、決算諸表はそれぞれ関係法令の規定に適合しており、その計数は正確であ

り、平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績を適正に表示しているものと認められた。 

なお、決算報告書の数値は仮受・仮払消費税を含んだ額となっており、損益計算

書の数値には消費税は含んでいない。 

  （注） １．文中及び各表中の金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満

を四捨五入して表示している。従って合計額と内訳の計が一致しない

場合がある。 

２．文中及び各表中の比率は原則として小数点以下第３位を四捨五入し、

第２位までを表示している。従って構成比（％）の合計（１００％）

と内訳（％）の計が一致しない場合がある。文中に用いるポイントと

はパーセンテージ間または指数間の差引数値である。 

３．文中及び各表中の符号の用法は次のとおりである。 

「０」または「0.00」     該当数値はあるが単位未満のもの 

「－」          該当数値がないもの 

「著増」         増加比率が 1,000％以上のもの 

「著減」         減少比率が 1,000％以上のもの 

 

Ⅴ．審査の概要 

１．業務内容 

当年度の給水戸数は６万６６３戸、給水人口は１２万８，０７３人で前年度と

比べ給水戸数は３７４戸減少し、給水人口は９５０人減少している。 

年間総受水量は、１，４９８万６，９００㎥で、前年度と比べ２３万３，

８４０㎥(1.54%)の減少となった。 

年間総給水量（有収水量）は、１，４０７万３，５４０㎥で、前年度と比べ   

３０万２，２１０㎥(2.10%)の減少となった。この内訳及び対前年度比較は次表

に示すとおり、家庭用が１，１６３万９５２㎥で２２万５，５１４㎥の減少、学

校官庁が４２万４，９７２㎥で３万８，７５９㎥の減少、営業用が１４２万９０
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２㎥で１万５，５００㎥の減少、工場用が４３万６，２２５㎥で１万５，６８２

㎥の減少、湯屋用が１２万３，１３３㎥で７，７２８㎥の減少、その他が３万６，

４２１㎥で３８㎥の増加となっている。 

 

区分

用途 水量 構成比 水量 構成比 比較増減 対前年度比率

㎥ ％ ㎥ ％ ㎥ ％

家庭用 11,856,466 82.48 11,630,952 82.65 △ 225,514 98.10

学校官庁 463,731 3.23 424,972 3.02 △ 38,759 91.64

営業用 1,436,402 9.99 1,420,902 10.10 △ 15,500 98.92

工場用 451,907 3.14 436,225 3.10 △ 15,682 96.53

湯屋用 130,861 0.91 123,133 0.87 △ 7,728 94.09

その他 36,383 0.25 36,421 0.26 38 100.10

合計 14,375,750 100.00 14,072,605 100.00 △ 303,145 97.89

用　途　別　給　水　状　況　表

24年度23年度

 

 

 

一方、年間総配水量についても、１，４８３万８，４５０㎥で前年度に比べ 

２７万１，７８０㎥(1.80%)の減少となった。 

 また、有収率（有収水量／配水量×１００）は９４．８５％で前年度に比べ 

０．２９ポイント低下している。 

また、建設改良工事に関しては、老朽化配水管の更新工事として延長１，５２

６．４２ｍを布設し、公共下水道工事に伴う移設工事等として延長４０２.８８ｍ

の配水管を布設している。 
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２４年度配水量 ２４年度有収水量

22年度 23年度 24年度 ㎥ ㎥

門 真 市 95.65 95.14 94.85 14,838,450 14,073,540

守 口 市 93.07 93.50 93.33 17,590,020 16,417,381

枚 方 市 93.44 92.90 94.06 47,560,178 44,736,838

寝屋川市 96.98 96.96 96.85 25,702,234 24,892,066

大 東 市 94.61 93.80 94.88 14,424,000 13,686,194

四條畷市 96.95 97.84 96.75 6,025,100 5,829,300

交 野 市 98.64 98.40 98.26 8,060,580 7,919,970

団 体 名

近　隣　各　市　の　有　収　率

有　収　率（％）

 

 

２．予算執行状況（附表３） 

（１）収益的収入及び支出 

     当年度における収益的収入の決算状況は、予算額３０億８，９１２万１千円

に対し、決算額は３０億１，１８７万９千円（うち仮受消費税及び地方消費税

１億３，９９５万７千円）で９７．５０％の執行率となり、決算額を前年度と

比較すると７，４６７万２千円(2.42%)減少している。 

        この内訳及び対前年度比較は、営業収益が２９億４，４０７万６千円（うち

仮受消費税及び地方消費税１億３，７０３万６千円）で３，６０４万２千円の

減少、営業外収益が６，７８０万３千円（うち仮受消費税及び地方消費税２９

２万１千円）で３，８６３万円の減少となっている。 

    また、収益的支出については予算額２８億３，７５４万５千円に対し、決算

額は２５億４，６９９万３千円（うち仮払消費税及び地方消費税８，０２３万

８千円）で８９．７６％の執行率となり、決算額を前年度と比較すると１億５

８４万７千円(3.99%)減少している。 

      この内訳及び対前年度比較は、営業費用が２３億６，２４１万円（うち仮払

消費税及び地方消費税８，０００万９千円）で８，８９５万４千円の減少、営

業外費用が１億７，９７８万７千円（うち仮払消費税及び地方消費税０円）で

１，６２３万３千円の減少、特別損失が４７９万６千円（うち仮払消費税及び
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地方消費税２２万９千円）で６６万円の減少となっている。 

（２）資本的収入及び支出 

当年度における資本的収入の決算状況については、予算額１億５，１３４万

６千円に対し、決算額は１億７０８万９千円で７０．７６％の執行率となり、

決算額を前年度と比較すると３，７７２万３千円(26.05%)の減少となっている。 

      この内訳及び対前年度比較は、企業債が５，０００万円で４，０００万円の

減少、工事負担金が５，７０８万９千円で２２７万８千円の増加となっている。 

    また、資本的支出については予算額８億５，７１９万９千円に対し、決算額

は５億６，９１９万３千円（うち仮払消費税及び地方消費税１，２７３万７千

円）で６６．４０％の執行率となり、決算額を前年度と比較すると１，７３１

万７千円(3.14%)の増加となっている。 

この内訳及び対前年度比較は、建設改良費が３億１，７９２万１千円（うち

仮払消費税及び地方消費税１，２７３万７千円）で２，２４０万円の増加、企

業債償還金が２億５，１２７万２千円で５０８万３千円の減少となっている。 

当年度資本的収入額１億７０８万９千円に対し資本的支出額が５億６，９１

９万３千円となり、差し引き４億６，２１０万４千円不足したが、この不足額

については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，２７３万７

千円、過年度分損益勘定留保資金２億５３１万７千円、当年度分損益勘定留保

資金４，４０５万円、建設改良積立金１億５，０００万円、減債積立金５，０

００万円で補填されている。 

 

３．経営成績（損益計算書）について 

当年度の経営収支については、次表に示すとおり総収益が２８億７，１９２万

１千円に対し、総費用は２４億２，０４１万８千円で、当年度純利益は４億５，

１５０万３千円となっている。 

 

なお、前年度繰越利益剰余金は１２１万９千円であったので当年度未処分利益

剰余金は４億５，２７２万２千円となった。    
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年

度 金　　　額 対20年度比 対前年度比 金　　　額 対20年度比 対前年度比 金　　　額 損益比率

20 3,194,054 100.00 94.47 2,908,709 100.00 94.05 285,345 109.81

21 3,159,286 98.91 98.91 2,921,532 100.44 100.44 237,754 108.14

22 3,017,592 94.48 95.51 2,696,805 92.71 92.31 320,787 111.90

23 2,941,688 92.10 97.48 2,520,733 86.66 93.47 420,955 116.70

24 2,871,921 89.91 97.63 2,420,418 83.21 96.02 451,503 118.65

総　　収　　益 総　　費　　用 損　　益

経　営　成　績　の　推　移

 

 

（１）事業収益 

事業収益は次表に示すとおり２８億７，１９２万１千円で、前年度と比較す

ると６，９７６万７千円(2.37%)の減収となっている。 

事業収益の内訳は営業収益が２８億７０４万円で、前年度と比較すると３，

２９０万４千円(1.16%)の減収、営業外収益が６，４８８万１千円で、前年度

と比較すると３，６８６万３千円(36.23%)の減収となっており、その構成比は

営業収益が９７．７４％、営業外収益が２．２６％となっている。 

次に事業収益の主たるものを前年度と比較してみると、事業収益の９２．５

８％を占める給水収益は、有収水量の減により６，２３９万９千円の減収、受

託工事収益は下水道受託工事の増加により３，２３９万３千円の増収となって

いる。 
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23年度 構成比 24年度 構成比 比較増減 対前年度比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

営　　業　　収　　益 2,839,944 96.54 2,807,040 97.74 △ 32,904 98.84

給 水 収 益 2,721,138 92.50 2,658,739 92.58 △ 62,399 97.71

受 託 工 事 収 益 31,415 1.07 63,808 2.22 32,393 203.11

そ の 他 営 業 収 益 87,391 2.97 84,493 2.94 △ 2,898 96.68

営　業　外　収　益 101,744 3.46 64,881 2.26 △ 36,863 63.77

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,130 0.14 3,603 0.13 △ 527 87.24

補 助 金 1,737 0.06 1,684 0.06 △ 53 96.95

雑 収 益 11,877 0.40 5,094 0.18 △ 6,783 42.89

加 入 金 84,000 2.86 54,500 1.90 △ 29,500 64.88

特　　別　　利　　益 0 0.00 0 0.00 0 -

固 定 資 産 売 却 益 0 0.00 0 0.00 0 -

過 年 度 損 益 修 正 益 0 0.00 0 0.00 0 -

合　　　　　　計 2,941,688 100.00 2,871,921 100.00 △ 69,767 97.63

区　　　分

事　業　収　益

 

 

（２）事業費用 

事業費用は次表に示すとおり２４億２，０４１万８千円で、前年度と比較す

ると１億３１万５千円(3.98%)の費用減となっている。 

事業費用の内訳は営業費用が２２億８，２４０万円で、前年度と比較すると

８，９４１万１千円(3.77%)の費用減、営業外費用が１億３，３４５万円で、

前年度と比較すると１，０２７万５千円(7.15%)の費用減、特別損失が４５６

万８千円で、前年度と比較すると６２万９千円(12.10%)の費用減となっており、

その構成比は営業費用が９４．３０％、営業外費用が５．５１％、特別損失が

０．１９％となっている。 

次に、事業費用の主たるものを前年度と比較してみると、事業費用の５３．

８６％を占める原水及び浄水費が受水費の減などにより１，３６９万１千円の

費用減、配水及び給水費が職員給与費の減などにより４，３８３万７千円の費

用減、総係費は退職給与引当金の減などにより５，３１４万７千円の費用減、

減価償却費は償却対象資産の減少により１，０４８万６千円の費用減となった

ものの、受託工事費は下水道依頼工事の増加により２，４９１万４千円の費用

増、資産減耗費が撤去費の増加等により６０１万１千円の費用増となっている。 
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23年度 構成比 24年度 構成比 比較増減 対前年度比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

営　　業　　費　　用 2,371,811 94.09 2,282,400 94.30 △ 89,411 96.23

原 水 及 び 浄 水 費 1,317,273 52.26 1,303,582 53.86 △ 13,691 98.96

配 水 及 び 給 水 費 198,319 7.87 154,482 6.38 △ 43,837 77.90

受 託 工 事 費 44,557 1.77 69,471 2.87 24,914 155.91

業 務 費 192,839 7.65 193,669 8.00 830 100.43

総 係 費 287,332 11.40 234,185 9.68 △ 53,147 81.50

減 価 償 却 費 317,236 12.59 306,750 12.67 △ 10,486 96.69

資 産 減 耗 費 14,250 0.57 20,261 0.84 6,011 142.18

そ の 他 営 業 費 用 5 0.00 0 0.00 △ 5 0.00

営　業　外　費　用 143,725 5.70 133,450 5.51 △ 10,275 92.85

支　払　利　息　及　び
企 業 債 取 扱 諸 費

140,202 5.56 133,432 5.51 △ 6,770 95.17

雑 支 出 3,523 0.14 18 0.00 △ 3,505 0.51

特    別    損    失 5,197 0.21 4,568 0.19 △ 629 87.90

過 年 度 損 益 修 正 損 5,197 0.21 4,568 0.19 △ 629 87.90

そ の 他 特 別 損 失 0 0.00 0 0.00 0 -

合　　　　　　計 2,520,733 100.00 2,420,418 100.00 △ 100,315 96.02

区　　　分

事　業　費　用

 

 

  次に、事業に要した費用を性質別に前年度と比較してみると次表に示すとおり、

人件費は３億７，９０８万５千円で前年度と比較すると７，５３９万８千円

（16.59%）の費用減となっている。これは、退職給与引当金の減等によるものであ

る。 

物件費等は２０億４，１３３万３千円で前年度と比較すると２，４９１万７千円

（1.21%）の費用減となっている。これは工事請負費が１，６２３万９千円の費用増に 

なったものの、受水費が使用水量減少に伴う受水量の減少により１，８１９万７千

円の費用減となったのをはじめ、有形固定資産減価償却費、企業債利息、その他の

経費で計２，３９２万９千円の費用減になったことによるものである。 
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23年度 構成比 24年度 構成比 比較増減 対前年度比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

454,483 18.03 379,085 15.66 △ 75,398 83.41

直 接 人 件 費 249,796 9.91 227,363 9.39 △ 22,433 91.02

給 料 150,612 5.97 137,130 5.67 △ 13,482 91.05

手 当 等
※児童 手当 除く

99,184 3.93 90,233 3.73 △ 8,951 90.98

間 接 人 件 費 204,687 8.12 151,722 6.27 △ 52,965 74.12

退 職 給 与 金 155,426 6.17 107,422 4.44 △ 48,004 69.11

法 定 福 利 費 49,261 1.95 44,300 1.83 △ 4,961 89.93

物　件　費　等 2,066,250 81.97 2,041,333 84.34 △ 24,917 98.79

委 託 料 269,491 10.69 270,461 11.17 970 100.36

工 事 請 負 費 58,770 2.33 75,009 3.10 16,239 127.63

受 水 費 1,187,175 47.10 1,168,978 48.30 △ 18,197 98.47

有形固定資産減価償却費 317,236 12.59 306,750 12.67 △ 10,486 96.69

企 業 債 利 息 140,202 5.56 133,432 5.51 △ 6,770 95.17

そ の 他 の 経 費 93,376 3.70 86,703 3.58 △ 6,673 92.85

2,520,733 100.00 2,420,418 100.00 △ 100,315 96.02合　　　　　　計

区　　　分

人　　件　　費

事　業　費　用(性質別）

 

 

（３）原価について 

次表に示すとおり本年度の給水原価（有収水量１㎥当りの原価）は、水道

事業費用の費用減により、前年度に比べ５円１６銭減の１６６円７２銭とな

っている。 

     一方、供給単価（有収水量１㎥当りの給水収益）は、前年度に比べ３７銭

減の１８８円９２銭となっている。 

     収益性すなわち有収水量１㎥当りの供給単価と給水原価の差は前年度１７

円４１銭の収支差益であったが、給水原価の減により４円７９銭向上し、２

２円２０銭の利益となっている。 
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区分

有収水量 水 道 事 業 費 用 利　益（円）

年度 受託工事費等を除く （B-A）

15,072,132 2,875,594,550 190.79 3,013,322,445 199.93

100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

14,896,733 2,868,232,520 192.54 2,952,310,258 198.19

98.84 99.74 100.92 97.98 99.13

14,655,908 2,646,231,420 180.56 2,840,169,451 193.79

97.24 92.02 94.64 94.25 96.93

14,375,750 2,470,974,587 171.88 2,721,137,981 189.29

95.38 85.93 90.09 90.30 94.68

14,073,540 2,346,379,175 166.72 2,658,739,303 188.92

93.37 81.60 87.38 88.23 94.49

(下段は対20年度比)

　

24 22.20

23 17.41

21 5.65

22 13.23

20 9.14

1㎥当り
（円）

原　価　表

給水原価（Ａ） 供給単価（Ｂ）

1㎥当り
（円）

給　水　収　益

-10-



４．財政状況について（附表７） 

（１）資産について 

   資産総額は１４５億９，７６４万９千円で前年度に比べ２億６，３５８万

９千円(1.84%)の増加となっている。 

（ア）固定資産は１１８億４，６９３万５千円(構成比 81.16%)で、前年度に

比べ３，２５９万９千円(0.27%)減少している。これは構築物が６，９７

７万６千円増加したものの、機械及び装置が３，２７８万９千円、建設

仮勘定が５，２３３万１千円の減等によるものである。 

（イ）流動資産は２７億５，０７１万４千円(構成比 18.84%)で、前年度に比

べ２億９，６１８万８千円(12.07%)増加している。 

（２）負債について 

負債合計は１０億１，５８４万６千円(構成比 6.96%)で、前年度に比べ２，

２１４万４千円(2.13%)の減少となっている。 

（ア）固定負債は５億６，４９２万５千円(構成比 3.87%)で前年度に比べ３，

８９６万１千円(6.45%)減少となっている。これは退職給与引当金及び修

繕引当金の減少によるものである。 

（イ）流動負債は４億５，０９２万１千円(構成比 3.09%)で前年度に比べ  

１，６８１万７千円(3.87%)増加している。これは、未払金の増加による

ものである。 

   （３）資本について 

資本合計は１３５億８，１８０万３千円(構成比 93.04%)で、前年度に比

べ ２億８，５７３万３千円(2.15%)の増加となっている。 

（ア）資本金は６５億３３２万２千円(構成比 44.55%)で前年度に比べ １２

７万２千円(0.02%)の減少となっている。 

（イ）剰余金は７０億７，８４８万１千円(構成比 48.49%)で前年度に比べ２

億８，７００万５千円(4.23%)増加している。これは主に、利益剰余金の

増加によるものである。 
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  （４）負債資本合計について 

負債資本合計は１４５億９，７６４万９千円で前年度に比べ２億６，３

５８万９千円(1.84%)の増加となっている。 

 

５．収入の状況 

（１）当事業の収入状況については、次表に示すとおり収入調定額３３億６，

０８６万９千円、収入額は当年度分２６億９，３３０万６千円、過年度繰

越分３億２，３５６万７千円の計３０億１，６８７万３千円(収入率 89.76%)

となり、前年度に比べ収入額は６，６１８万７千円の減少となっている。 

なお、収入率においては過年度繰越分で０．５１ポイント、当年度分で

０．０２ポイント、合計では０．０７ポイント増加している。 

また、不納欠損額４７９万６千円は納入義務者の所在不明等により徴収

不能となったものを消滅時効の完成により不納欠損処分としたものである

が、未納者に対する適時の督促など収入対策に留意され、より一層収入率

の向上に努められたい。 
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※消費税込

科　　目 年　度 調 定 額 収 入 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額 収 入 率
千円 千円 千円 千円 ％

24 2,791,676 2,500,195 0 291,481 89.56

給 水 収 益 23 2,857,195 2,563,063 0 294,132 89.71

増減 △ 65,519 △ 62,868 0 △ 2,651 △ 0.15

24 63,988 58,656 0 5,332 91.67

受 託 工 事 収 益 23 31,500 22,596 0 8,904 71.73

増減 32,488 36,060 0 △ 3,572 19.94

24 88,414 69,304 0 19,110 78.39

その他 営業 収益 23 91,423 71,342 0 20,081 78.04

増減 △ 3,009 △ 2,038 0 △ 971 0.35

24 67,801 65,151 0 2,650 96.09

営 業 外 収 益 23 106,433 102,427 0 4,006 96.24

増減 △ 38,632 △ 37,276 0 △ 1,356 △ 0.15

24 0 0 0 0 －

特 別 利 益 23 0 0 0 0 －

増減 0 0 0 0 －

24 3,011,879 2,693,306 0 318,573 89.42

収 入 計 23 3,086,551 2,759,428 0 327,123 89.40

増減 △ 74,672 △ 66,122 0 △ 8,550 0.02

24 348,990 323,567 4,796 20,627 92.72

過 年 度 繰 越 分 23 350,955 323,632 5,457 21,866 92.21

増減 △ 1,965 △ 65 △ 661 △ 1,239 0.51

24 3,360,869 3,016,873 4,796 339,200 89.76

合 計 23 3,437,506 3,083,060 5,457 348,989 89.69

増減 △ 76,637 △ 66,187 △ 661 △ 9,789 0.07

収　入　状　況　比　較

 

 

（２）水道料金の徴収状況は、次表に示すとおり口座振替が１９万８，７２３件

(構成比 68.88%)で徴収額２０億２６３万５千円(構成比 71.76%)、自主納付

が８万９，７８９件(構成比 31.12%)で徴収額７億８，８２０万８千円(構成

比 28.24%)となっている。なお自主納付の内コンビニエンス・ストアでの納

付状況は７万２９６件で徴収額３億８，１１０万２千円となっている。 

     口座振替による納付やコンビニエンス・ストアでの水道料金の取り扱いは、

住民の利便性の向上と収入事務の迅速化に資するものであるため、より一層

推進されたい。 
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徴 収 額 2,288,461 千円 889,074 千円 3,177,535 千円

20 構成比率 72.02 ％ 27.98 ％ 100.00 ％

件　　数 206,192 件 86,810 件 293,002 件

構成比率 70.37 ％ 29.63 ％ 100.00 ％

徴 収 額 2,242,295 千円 860,378 千円 3,102,673 千円

21 構成比率 72.27 ％ 27.73 ％ 100.00 ％

件　　数 204,354 件 87,829 件 292,183 件

構成比率 69.94 ％ 30.06 ％ 100.00 ％

徴 収 額 2,162,948 千円 832,294 千円 2,995,242 千円

22 構成比率 72.21 ％ 27.79 ％ 100.00 ％

件　　数 201,975 件 88,471 件 290,446 件

構成比率 69.54 ％ 30.46 ％ 100.00 ％

徴 収 額 2,059,890 千円 791,795 千円 2,851,685 千円

23 構成比率 72.23 ％ 27.77 ％ 100.00 ％

件　　数 199,918 件 88,264 件 288,182 件

構成比率 69.37 ％ 30.63 ％ 100.00 ％

徴 収 額 2,002,635 千円 788,208 千円 2,790,843 千円

24 構成比率 71.76 ％ 28.24 ％ 100.00 ％

件　　数 198,723 件 89,789 件 288,512 件

構成比率 68.88 ％ 31.12 ％ 100.00 ％

（量水器使用料は平成２２年１０月まで）

年
度 口 座 振 替 自 主 納 付

水　道　料　金　徴　収　状　況

区　分
納　　　　付　　　　別

合　　計
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６．資金の運用状況 

企業の財務流動性をみるため、長期資金の源泉とその運用並びに短期資金の

運用に区分して資金運用表を作成すると次表に示すとおり、当年度長期資金の

運用状況は、有形固定資産の取得３億５１８万４千円、企業債償還金２億５，

１２７万２千円、退職給与引当金取崩２，２７８万４千円、修繕引当金取崩１，

６１７万６千円の計５億９，５４１万６千円の資金運用に対し、その源泉とし

ては、企業債発行５，０００万円、工事負担金の増加５，１５０万円、他会計

負担金の増加５５８万９千円、有形固定資産減価償却費３億６７５万円、有形

固定資産の除却費９４４万５千円、当年度純利益４億５，１５０万３千円の計

８億７，４７８万７千円となっている。 

   資金の源泉が資金の運用に対し２億７，９３７万１千円の資金余剰額が生じ

翌年度以降における運転資金として充てられることになるが、今後の資金運用

についても引き続き留意されたい。 
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（１）長期資金の運用 （単位：千円）

305,184 50,000

251,272 51,500

0 5,589

22,784 0

16,176 0

0 306,750

9,445

0

0

0

0

451,503

595,416 874,787

279,371

874,787 874,787

（２）短期資金の運用 （単位：千円）

23年度 24年度 増    減

2,064,575 1,964,425 △ 100,150

367,985 371,390 3,405

0 400,000 400,000

0 0 0

21,866 14,894 △ 6,972

100 5 △ 95

0 0 0

2,454,526 2,750,714 296,188

291,322 310,472 19,150

30,103 30,381 278

112,679 110,068 △ 2,611

0 0 0

434,104 450,921 16,817

2,020,422 2,299,793 279,371

現 金 預 金

運　転　資　金

そ の 他 流 動 負 債

合 計合 計

他 会 計 貸 付 金

流

動

資

産

小　　　　　計

固 定 資 産 売 却 代 金

小 計

資 金 不 足 額

当 年 度 純 利 益

資 金 余 剰 額

小 計

当 年 度 純 損 失

預 り 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

前 受 金

未 収 金

項        目

未 払 金

企 業 債 償 還 金

量水器減価償却累計額戻入れ 他 会 計 負 担 金 の 増 加

国 庫 補 助 金 の 増 加

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費

そ の 他 貯 蔵 品 蔵 入

退 職 給 与 引 当 金 の 増 加

修 繕 引 当 金 の 増 加

有 形 固 定 資 産 の 除 却 費

車 両 廃 棄 に 係 る 雑 支 出

流

動

負

債
小　　　　　計

資　金　運　用　表

資金の源泉

企 業 債 発 行

工 事 負 担 金 の 増 加

資金の運用

修 繕 引 当 金 取 崩

退 職 給 与 引 当 金 取 崩

有 形 固 定 資 産 の 取 得
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７．第４次水道施設等整備事業について 

平成２２年度から平成２８年度を目標に、老朽化配水管の布設替工事及び災害

時を見据えた病院等の重要施設、応急給水拠点となる避難所等への配水管路の耐

震化を図り、安定給水の確保を目指し、第４次水道施設等整備事業に着手してい

る。 

今年度の整備事業は、次表に示すとおり決算額７，２２３万９千円で、工事概

要については、老朽化配水管、口径７５ｍｍ～４００ｍｍを布設替したものであ

る。 

(単位：千円)

施工

区分 　事　業　内　容 事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

0m 0

0m 0

1m 1,079

318m 42,944

258,200 １式 32,553

工　事　費　合　計 1,467,058 302,223 32,553

分　　　担　　　金 5,250 5423 0

委　　　託　　　料 46,983 0 0

事　　　務　　　費 92,417 92,696 38,953

21,000 0 0

消　　　火　　　栓 15,810 5,100 733

　合　　　　　　計 1,648,518 405,442 72,239

財源 起　　　　　債 1,450,103 310,000 50,000

 自　己　資　金 198,415 95,442 22,239

内訳 　合　　　　計 1,648,518 405,442 72,239

第　４　次　水　道　施　設　等　整　備　事　業

八尾・枚方線配水管布設替工事
φ200mm

880m

平成24年度施工済

材　　　料　　　費

府営門真千石西町住宅建替工事
に伴う配水管布設替工事　φ
150～300mm

623m 130,103

老朽化配水管布設替工事
φ75～φ400㎜

１式 １式

施工年度
（平成22年度～平成23年度）

配
　
水
　
施
　
設

1,216,955

120,000

備考

全体事業 (平成22年度～平成28年度)
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む す び    

 

 平成２４年度の門真市水道事業会計の決算審査は以上のとおりである。 

事業収益は、２８億７，１９２万１千円で、前年度の２９億４，１６８万８千円に比べ６，

９７６万７千円(2.37%)の減収となっている。 

この主たる要因は、受託工事収益が３，２３９万３千円の増収となったものの、事業収益の

根幹である給水収益が有収水量の減少などにより６，２３９万９千円、営業外収益の加入金が

２，９５０万円の減収となったことなどによるものである。 

一方、事業費用も２４億２，０４１万８千円で前年度の２５億２，０７３万３千円に比べ１

億３１万５千円(3.98%)と大幅な費用減となっている。 

この主たる要因は、営業費用で原水及び浄水費が受水費の減などにより１，３６９万１千円

の費用減、配水及び給水費が職員給与費、工事請負費の減などにより４，３８３万７千円の費

用減、総係費は退職給与引当金の減などにより５，３１４万７千円の費用減、減価償却費は償

却対象資産の減少により１，０４８万６千円の費用減、また、営業外費用の支払利息及び企業

債取扱諸費が、６７７万円の費用減となったことによるものである。 

事業収益２８億７，１９２万１千円から事業費用２４億２，０４１万８千円を差し引いた結

果、当年度純利益は４億５，１５０万３千円であった。 

 なお、前年度繰越利益剰余金１２１万９千円に当年度純利益を加えた結果、当年度未処分利

益剰余金は４億５，２７２万２千円となった。 

経営分析からも認められるとおり、主要な数値は概して良好な水準で推移し、評価できるも

のであり、利益剰余金は平成１４年度から継続して計上され、安定した状態が維持されている

状況にある。 

 一方、水道事業を取巻く環境は、給水人口・給水戸数の減少、学校の統廃合などに伴う給水

量の減少や、営業用や湯屋用等の大口使用者の縮小・撤退、節水意識の更なる向上による節水

型社会への移行などにより、事業収益の柱である料金収入に直接つながる有収水量は年々逓減

しており、今後も給水収益の伸びは期待できない。 

さらに、平成２８年度を目標とした第４次水道施設等整備事業による老朽化配水管布設替や

市内配水管、重要施設等への配水管路の耐震管への更新など、経営環境は依然として厳しいも

のがある。 
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 地震等の自然災害から水道施設のライフラインとしての機能を確保することの重要性が認

識されており、今後とも中長期的な健全経営の展望に立った、計画的な施設更新を推進され、

安全でより良質な水の安定供給と災害に強い施設づくりを推進し、その本来の目的である公共

の福祉の増進に寄与されるよう望むものである。 
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門 真 市 水 道 局 
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（附表　１－１）

給水人口

総 人 口

給水人口

計画給水人口

受水量

年間日数

配水量

年間日数

△ 950 人

業　　　務　　　実　　　績　　　表

項　　　　　目 ２３年度 ２４年度
前 年 度 に 対 す る 比 較

備　　　　　　　　　　　　考
比 率（％） 増　　減

総 人 口 129,023 人 128,073 人 99.26 年度末現在

給 水 人 口 129,023 人 128,073 人 99.26 △ 950 人 年度末現在

　×　１００

計 画 給 水 人 口 151,130 人 151,130 人 100.00 0 人

△ 0.63

第２次水道拡張事業

普 及 率

100.00 ％ 100.00 ％ 100.00 0 ％

％

△ 374 戸

㎥

　×　１００85.37 ％ 84.74 ％ 99.26

0 ㎥／日

給 水 戸 数 61,037 戸 60,663 戸 99.39

受 水 量 15,220,740 ㎥ 14,986,900

100.00

大阪市営水道広域水道企業団 ㎥ 14,986,900

大 阪 市 営 水 道 ㎥ 0.00

年度末現在

配 水 能 力 79,800 ㎥ 79,800 ㎥

15,215,400

㎥ 05,340

年間総受水量

△ 228,500 ㎥

㎥ 98.46

㎥ 98.50

㎥

△ 233,840 ㎥

△ 5,340 ㎥

98.20 △ 271,780 ㎥

㎥

配 水 量 15,110,230 ㎥ 14,838,450 年間総配水量

１ 日 平 均 受 水 量 41,587 ㎥ 41,060

40,653

98.73 △ 527 ㎥

㎥

平成24年8月27日㎥ 98.46 △ 730 ㎥１ 日 最 大 配 水 量 47,510 ㎥ 46,780

△ 632 ㎥98.47１ 日 平 均 配 水 量 41,285 ㎥
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（附表　１－２）

1日最大配水量

給 水 人 口

1日平均配水量

給 水 人 口

有 収 水 量

配  水  量

１日平均配水量

1日最大配水量

１日平均配水量

配 水 能 力

1日最大配水量

配 水 能 力

△ 302,210

△ 3

㎥

１ 人 １ 日 平 均 配 水 量 320

備　　　　　　　　　　　　考
比 率（％） 増　 減

ℓ 365

㎥

99.70 △ 0.29 ％％

項　　　　　目 ２３年度 ２４年度
前 年 度 に 対 す る 比 較

△ 3

97.90

ℓ 317

１ 人 １ 日 最 大 配 水 量 368

94.85

ℓ 99.20 ℓ 　×　1,000

ℓ 　×　1,000ℓ 99.19

％

　× 100

有 収 水 量 14,375,750 ㎥ 14,073,540

有 収 率 95.14 ％

年間総有収水量（年間総給水量）

施 設 利 用 率 51.74 ％ 50.94

100.02 0.02

△ 0.78

％

98.46 △ 0.91 　× 100

　× 100

負 荷 率 86.90 ％ 86.90 ％

％

人 年度末現在（管理者含まず ）

　× 100

最 大 稼 動 率 59.54 ％ 58.62 ％

％

100.03 74

98.49

職 員 １ 人 当 り 給 水 人 口 3,910 人 4,416

89.47

配 水 管 延 長 219,898

職 員 数 38 人 34 人

ｍｍ 219,972 ｍ

49,665
有  収  水  量

人 112.94 506 人

㎥

△ 4

年度末現在（　75　～ 1,200㎜ ）

職 員 １ 人 当 り 有 収 水 量 435,629 ㎥ 485,294

円

給　水　人　口

損益勘定所属職員数（管理者含まず）

㎥
損益勘定所属職員数（管理者含まず）

111.40

営　業　収　益

損益勘定所属職員数（管理者含まず）

職員１人当り有形固定資産 312,565,818 円

職 員 １ 人 当 り 営 業 収 益 86,058,921 円

円
有 形 固 定 資 産

職員数（管理者含まず）

96,794,477 円

348,379,494 円 111.46 35,813,676

112.47 10,735,556
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　（附表　２－１）

２ ２ 年 度 ２ ３ 年 度 ２ ４ 年 度

企業債で建設することとなるので、全般的に低率となっている。

資本的弾力性を見るもので、100％以下が理想とされ100％を超える場合は借入金

を企業債に依存していることから必然的に比率は高くなる。

固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で行うべきであり、100％以下が

ない。

企業の短期支払能力を示すもので、１年以内に支払うべき債務に対する現金預金、

流動性を確保するには200％以上が理想とされている。

流動比率と趣旨を同じくするもので、流動負債に対する即時支払能力に対する

が高くなり、200％以上が理想とされている。

上記の単年度欠損比率と同様に経営悪化の度合いを示すものであるが、累積欠損

ならない。

2.76

  -

  -

  -

435.65

610.02

経　　　営　　　分　　　析　　　表

分　析　項　目
比　率（％）

算　　　　　　　　　　　　式 摘　　　　　　　　　　　　　要

構
　
成
　
比
　
率

59.91

81.1685.61

自己資本金＋剰余金
55.93

固定負債構成比率 41.30
固定負債＋借入資本金

自己資本構成比率
負 債 資 本 合 計

57.61

固定資産構成比率
固 定 資 産

82.88

85.46

総資産中に占める固定資産の割合を示し、比率が大きくなることは資本の固定化、
　× 100

資 産 合 計 固定費の増加、資金繰りの悪化を示す。

負債資本合計に占める自己資本の割合を示すものである。この比率が高いほど

良いが、通常公営企業はサービスの提供について、その元となる施設にあっては、　× 100

　× 100

固 定 資 産 対 固　定　資　産

低いほど良い。
39.36

により固定資産が調達されたことを示している。当公営企業の場合は、建設資金143.85
固　定　資　産

基準とされ、100％を超える場合は一部短期資金で賄われることになり、好ましく

固定負債（固定負債＋借入資本金）が負債資本合計に占める割合を示し、比率が

固 定 比 率

固定負債＋資本合計

流 動 資 産

負 債 資 本 合 計

　× 100

83.74

135.47

37.00

自己資本金＋剰余金

現金預金の割合を示すもので、100％に近くなるほど資金繰りが安定し、支払能力
流 動 負 債

長 期 資 本 比 率

475.59
現 金 預 金

短期債務（未収金等）が十分あるかを判断するもので、経営上100％以上が望まれ、流 動 比 率 519.03

88.06

　× 100

　× 100

流 動 負 債

財
　
　
　
　
　
務
　
　
　
　
　
比
　
　
　
　
　
率 流動負債－（流動資産－翌年度繰越財源）

現 金 比 率

  -

407.90 　× 100

565.42

　× 100

153.07

損益計算書が示す支払利息及び企業債取扱諸費を貸借対照表に示された借入資本
　× 100

累 積 欠 損 金
　× 100 金が生じた場合は相当企業財政は困窮しているので、緊急に対策を講じなければ

2.78
負債（再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金）＋借入資本金

  -
営業収益－受託工事収益

累 積 欠 損 金 比 率   -   -

この比率が10％を上回る企業については、現在、地方公営企業の再建措置要領や

営業収益－受託工事収益 赤字企業に対する起債制限等の指導が行われる。
不 良 債 務 比 率

営業収益－受託工事収益

　× 100

単年度欠損金比率

  -

単 年 度 欠 損 金

  -

金と比較することにより利子率を計算したものである。

支払利息＋企業債取扱諸費

経営悪化の度合いを示すもので、主たる事業収入に対する単年度欠損金の割合を示

すものである。単年度欠損金が生じた場合は早速解消する必要がある。

利 子 負 担 率 3.20
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　　（附表２－２）

２ ２ 年 度 ２ ３ 年 度 ２ ４ 年 度

回 回 回

上記と同様の意味を示し、拡張事業を実施する場合、その財源を企業債に頼らざるを得

を考慮して施設拡張は慎重に行うべきである。

9.33

7.59

1.08

0.24

6.95

0.25

分 析 項 目
比　率（％）

算            式 摘            要

13.65

14.47

5.02

9.45

122.99

118.65

この比率が高いほど流動資産の平均有高の過少を表し、この比率の低いほど流動資産の

営業収益と資産に投下された資本との関係で設備利用の適否を見るものであり、設備が

（期首固定資産＋期末固定資産）÷２

この比率が高ければ未払い債務が少なく、債務の弁済期間が短いことを示す。
（期首未払金＋期末未払金）÷２

1.27
営　業　収　益

１年間にどのくらい回収したかを表すもので、未収金に固定する金額の適否を測定する

有効的に利用されているかを示すもので、比率が高いほど設備の効率使用となる。
0.24

ものであり、比率が高ければそれだけ未収金の回転速度が良好である。

営　業　収　益

10.56

（期首流動資産＋期末流動資産）÷２ 過大を表すものである。

収
 
益
 
率

総 収 益 対
111.90

総 費 用 比 率

（期首未収金＋期末未収金）÷２

回
 
 
 
 
転
 
 
 
 
率

未 払 金 回 転 率 12.46

116.70
総 収 益

営　業　収　益

7.30

総 費 用

流 動 資 産 回 転 率 1.42

対料金収入比率(B)

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表し、業務活動の能率を示すもので、100％以上

未 収 金 回 転 率

117.26

料　金　収　入

119.74

総収益が総費用の何％に当たるかを表すもので、100％以上は黒字で、100％以下は赤字
　×　100

営　業　収　益

営　業　収　益

経営となる。

14.57

　×　100
営 業 費 用 比 率 営　業　費　用 が望ましい。

営 業 収 益 対

5.15
企 業 債 利 息

　×　100

料

金

収

入

に

対

す

る

比

率

企 業 債 償 還 金
21.41

対料金収入比率(A)
9.42

対 料 金 収 入 比 率
27.31

18.59

企 業 債 利 息
5.90

企業債償還元金 企業債償還能力を示すもので、この比率が小さいほど企業債への依存が小さく経営は安定
　×　100

料　金　収　入 していることを示す。

上記と同様の意味を示すが、上記の企業債償還金対料金収入比率と企業債利息対料金収入

の合計比率として、水道事業の経営を圧迫する指数として用いられる。

ない現状では事業投資の増加により企業債利息が増加し経営を圧迫するので施設利用率

（Ａ）＋（Ｂ）

16.03

固 定 資 産 回 転 率

企業債元利償還金

職 員 給 与 費 職員給与費の分析上最もよく用いられる指標の一つである。この比率が高いほど労働分配
　×　100

対 料 金 収 入 比 率 料　金　収　入 率が高く固定費の増高を意味する。

職 員 給 与 費
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　　（附表　３）

（収益的収入） （収益的支出）

予 算 現 額 に う ち 仮 受 消 費 税 予 算 現 額 に うち仮払消費税

対 す る 割 合 及 び 地 方 消 費 税 対 す る 割 合 及び地方消費税

　　　 　　　千円 　　　 　　　千円 　　　　　 　　％ 　　　 　 　　千円 　　　　千円 　　　 　　　千円 　　　　　 　　％ 　　　 　　　千円

3,089,121 3,011,879 97.50 139,957 2,837,545 2,546,993 89.76 80,238

3,038,495 2,944,076 96.89 137,036 2,638,781 2,362,410 89.53 80,009

50,616 67,803 133.96 2,921 188,929 179,787 95.16 0

10 0 0.00 0 4,835 4,796 99.19 229

5,000 0 0.00 0

（資本的収入） （資本的支出）

予 算 現 額 に う ち 仮 受 消 費 税 予 算 現 額 に うち仮払消費税

対 す る 割 合 及 び 地 方 消 費 税 対 す る 割 合 及び地方消費税

　　　　千円 　　　 　　　千円 　　　　　 　　％ 　　　 　　　千円 　　　 千円 　　　 　　　千円 　　　　　 　　％ 　　　 　　　千円

151,346 107,089 70.76 0 857,199 569,193 66.40 11,373

50,000 50,000 100.00 0 604,926 317,921 52.56 12,737

101,346 57,089 56.33 0 251,273 251,272 100.00 0

1,000 0 0.00 0

企 業 債 建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金工 事 負 担 金

予 備 費

決  算  額区      分

水 道 事 業 収 益 水 道 事 業 費 用

予 備 費

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

予 算 現 額 決  算  額 区      分

予　　算　　決　　算　　対　　照　　比　　率　　表

区      分 予 算 現 額 決  算  額 区      分 決  算  額

特 別 損 失

営 業 外 収 益 営 業 外 費 用

予 算 現 額

営 業 収 益

予 算 現 額

営 業 費 用

特 別 利 益
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　　　　（附表　４）

    年　度

科　目

千円 千円 千円  %  % % 

（△損失） （Ａ） － （Ｂ） ＝ （Ｃ） 435,639 468,133 524,640 100.00 107.46 120.43

（Ａ） 2,959,768 2,839,944 2,807,040 100.00 95.95 94.84

（Ｂ） 2,524,129 2,371,811 2,282,400 100.00 93.97 90.42

（△損失） （Ｄ） － （Ｅ） ＝ （Ｆ） △ 110,547 △ 41,981 △ 68,569 100.00 37.98 62.03

（Ｄ） 57,824 101,744 64,881 100.00 175.95 112.20

（Ｅ） 168,371 143,725 133,450 100.00 85.36 79.26

（△損失） （Ｃ） ＋ （Ｆ） ＝ （Ｇ） 325,092 426,152 456,071 100.00 131.09 140.29

（Ｈ） 0 0 0 ― ― ―

（Ｉ） 4,305 5,197 4,568 100.00 120.72 106.11

（△純損失）（Ｇ） ＋ （Ｈ） - （Ｉ） 320,787 420,955 451,503 100.00 131.23 140.75

営業外 収益

当 年 度 純 利 益

営業外 費用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 利 益

営 業 費 用

営業外利益

２４年度２２年度 ２３年度

営 業 収 益

年　度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

比　　　較　　　損　　　益　　　計　　　算　　　書

区　分 金                   額 対２２年度比率
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　　　（附表　５）

金 額 構 成 比 率 金 額 構 成 比 率 対前年度比率 金 額 構 成 比 率 金 額 構 成 比 率 対前年度比率 金 額 構 成 比 率 金 額 構 成 比 率 対前年度比率

　　　千円 　　　 ％ 　　 　 千円　　　 ％ 　　　  ％ 　　  　千円 　　　 ％ 　　  　千円 　　　 ％ 　　　  ％ 　　　  　千円 　　　 ％ 　　　 　千円 　　　 ％ 　　　  ％

454,483 100.00 379,085 100.00 83.41 1,917,328 92.79 1,903,315 93.24 99.27 2,371,811 94.09 2,282,400 94.30 96.23

36,072 7.94 38,065 10.04 105.53 1,281,201 62.01 1,265,517 61.99 98.78 1,317,273 52.26 1,303,582 53.86 98.96

80,575 17.73 49,464 13.05 61.39 117,744 5.70 105,018 5.14 89.19 198,319 7.87 154,482 6.38 77.90

18,340 4.04 16,248 4.29 88.59 26,217 1.27 53,223 2.61 203.01 44,557 1.77 69,471 2.87 155.91

66,087 14.54 69,943 18.45 105.83 126,752 6.13 123,726 6.06 97.61 192,839 7.65 193,669 8.00 100.43

253,409 55.76 205,365 54.17 81.04 33,923 1.64 28,820 1.41 84.96 287,332 11.40 234,185 9.68 81.50

  -   -   -   -   - 317,236 15.35 306,750 15.03 96.69 317,236 12.59 306,750 12.67 96.69

  -   -   -   -   - 14,250 0.69 20,261 0.99 142.18 14,250 0.57 20,261 0.84 142.18

  -   -   -   -   - 5 0.00 0 0.00 0.00 5 0.00 0 0.00 0.00

  -   -   -   -   - 143,725 6.96 133,450 6.54 92.85 143,725 5.70 133,450 5.51 92.85

  -   -   -   -   - 140,202 6.79 133,432 6.54 95.17 140,202 5.56 133,432 5.51 95.17

  -   -   -   -   - 3,523 0.17 18 0.00 0.51 3,523 0.14 18 0.00 0.51

  -   -   -   -   - 5,197 0.25 4,568 0.22 87.90 5,197 0.21 4,568 0.19 87.90

  -   -   -   -   - 5,197 0.25 4,568 0.22 87.90 5,197 0.21 4,568 0.19 87.90

454,483 100.00 379,085 100.00 83.41 2,066,250 100.00 2,041,333 100.00 98.79 2,520,733 100.00 2,420,418 100.00 96.02

※子ども手当(21年度は児童手当)を除き、再任用職員を含む

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

 合        　　　　     計

雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

２３年度

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

営 業 費 用

２４年度

費　　　用　　　使　　　途　　　別　　　比　　　率　　　表

科          目

人         件          費 物 件 費 そ の 他 の 経 費 合                   計

２３年度 ２４年度 ２３年度 ２４年度
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（附表　６－１）

年 度

　　 　 　千円 　　　     　％ 　　 　 　  　千円 　　　　    　％ 　　　   　 　％ 　　 　   　　千円 　　     　 　％ 　　　   　 　％ 　　　      　千円 　　　　    　％

542,423 20.11 454,483 18.03 83.79 379,085 15.66 69.89 △ 75,398 83.41

321,350 11.92 249,796 9.91 77.73 227,363 9.39 70.75 △ 22,433 91.02

190,089 7.05 150,612 5.97 79.23 137,130 5.67 72.14 △ 13,482 91.05

131,261 4.87 99,184 3.93 75.56 90,233 3.73 68.74 △ 8,951 90.98

221,073 8.20 204,687 8.12 92.59 151,722 6.27 68.63 △ 52,965 74.12

158,660 5.88 155,426 6.17 97.96 107,422 4.44 67.71 △ 48,004 69.11

62,413 2.31 49,261 1.95 78.93 44,300 1.83 70.98 △ 4,961 89.93

2,154,382 79.89 2,066,250 81.97 95.91 2,041,333 84.34 94.75 △ 24,917 98.79

2,184 0.08 1,487 0.06 68.09 1,430 0.06 65.48 △ 57 96.17

232 0.01 269 0.01 115.95 294 0.01 126.72 25 109.29

69 0.00 50 0.00 72.46 6 0.00 8.70 △ 44 12.00

5,910 0.22 3,940 0.16 66.67 5,167 0.21 87.43 1,227 131.14

451 0.02 328 0.01 72.73 236 0.01 52.33 △ 92 71.95

2,676 0.10 2,720 0.11 101.64 2,829 0.12 105.72 109 104.01

2,041 0.08 1,513 0.06 74.13 1,265 0.05 61.98 △ 248 83.61

9,768 0.36 10,767 0.43 110.23 8,829 0.36 90.39 △ 1,938 82.00

238,499 8.84 269,491 10.69 112.99 270,461 11.17 113.40 970 100.36

104 0.00 150 0.01 144.23 200 0.01 192.31 50 133.33

2,407 0.09 2,000 0.08 83.09 1,754 0.07 72.87 △ 246 87.70

742 0.03 868 0.03 116.98 805 0.03 108.49 △ 63 92.74

16,761 0.62 11,535 0.46 68.82 9,204 0.38 54.91 △ 2,331 79.79

61,621 2.28 11,266 0.45 18.28 5,527 0.23 8.97 △ 5,739 49.06

59,376 2.20 58,770 2.33 98.98 75,009 3.10 126.33 16,239 127.63

15,269 0.57 15,423 0.61 101.01 14,542 0.60 95.24 △ 881 94.29

※児童手当欄 … 22・23年度は子ども手当

使 用 料

賃 借 料

工 事 請 負 費

修 繕 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

人 件 費

児 童 手 当

動 力 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

報 償 費

手 数 料

直 接 人 件 費

給 料

法 定 福 利 費

物 件 費 そ の 他 の 経 費

旅 費

手 当 等

間 接 人 件 費

退 職 給 与 金

金    額
構成比率 金     額 構成比率区 分

科　目
金     額

費　　　用　　　節　　　別　　　比　　　率　　　表

２２年度 ２３年度 ２４年度

比    率
対２２年度比率 金     額 構成比率 対２１年度比率

対前年度比較
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　　　　　　　　（附表　６－２）

年 度

　　 　千円 　　　     　％ 　　　 　   　千円 　　　      　％ 　　　　    　％ 　　　    　　千円 　　　     　％ 　　　　    　％ 　　 　   　　千円 　　　    　％

48 0.00 90 0.00 187.50 115 0.00 239.58 25 127.78

6,572 0.24 4,686 0.19 71.30 7,600 0.31 115.64 2,914 162.19

           -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

           -            - 1,427 0.06 皆　増            -            -            - △ 1,427 皆　減

1,200,339 44.51 1,187,175 47.10 98.90 1,168,978 48.30 97.39 △ 18,197 98.47

731 0.03 1,030 0.04 140.90 1,252 0.05 171.27 222 121.55

           -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

4 0.00            -            - 皆　減            -            -            -            -            -

768 0.03 550 0.02 71.61 506 0.02 65.89 △ 44 92.00

367 0.01 302 0.01 82.29 295 0.01 80.38 △ 7 97.68

1,348 0.05            -            - 皆　減            -            -            -            -            -

125 0.00            -            - 皆　減            -            -            -            -            -

322,766 11.97 317,236 12.59 98.29 306,750 12.67 95.04 △ 10,486 96.69

24,747 0.92 11,534 0.46 46.61 9,445 0.39 38.17 △ 2,089 81.89

4,053 0.15 2,712 0.11 66.91 8,273 0.34 204.12 5,561 305.05

1,728 0.06 4 0.00 0.23 2,543 0.11 147.16 2,539 63575.00

166,541 6.18 140,202 5.56 84.18 133,432 5.51 80.12 △ 6,770 95.17

           -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

           -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

           -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

1,830 0.07 3,523 0.14 192.51 18 0.00 0.98 △ 3,505 0.51

           -            - 5 0.00 皆　増            -            - 皆　減 △ 5 皆　減

           -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

4,305 0.16 5,197 0.21 120.72 4,568 0.19 106.11 △ 629 87.90

           -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

2,696,805 100.00 2,520,733 100.00 93.47 2,420,418 100.00 89.75 △ 100,315 96.02

企 業 債 利 息

保 険 料

そ の 他 特 別 損 失

企業債手数料及び諸費

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 損

合 計

賃 金

固 定 資 産 除 却 費

撤 去 費

た な 卸 資 産 減 耗 費

受 水 費

材 料 売 却 原 価

一 時 借 入 金 利 息

不 用 品 売 却 原 価

そ の 他 雑 支 出

会 費 負 担 金

交 際 費

公 課 費

有形固定資産減価償却費

食 糧 費

対２２年度比率

薬 品 費

厚 生 費

負 担 金

補 償 金

金    額 比    率
構成比率

材 料 費

科 目
区 分

２２年度 ２３年度 ２４年度

金     額 構成比率 金     額 構成比率 対２２年度比率 金     額
対前年度比較
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　　　　（附表　７）

資産の部 負債の部

構成比率 構成比率 金   額 比  率 金額 構成比率 構成比率 金額 比 率
 　　　％  　　　％ 　　　　 　千円  　　　％ 　 千円  　　　％  　　　％ 　　　　　千円  　　　％

18,537,198 18,770,076 603,886 4.21 564,925 3.87 △ 38,961 93.55

（ 6,657,664 ） （ 6,923,141 ） 263,833 1.84 241,049 1.65 △ 22,784 91.36

11,879,534 82.88 11,846,935 81.16 △ 32,599 99.73 340,053 2.37 323,876 2.22 △ 16,177 95.24

18,535,165 18,768,043 434,104 3.03 450,921 3.09 16,817 103.87

（ 6,657,664 ） （ 6,923,141 ） 291,322 2.03 310,472 2.13 19,150 106.57

11,877,501 82.86 11,844,902 81.14 △ 32,599 99.73 30,103 0.21 30,381 0.21 278 100.92

154,113 1.08 154,113 1.06 0 100.00 112,679 0.79 110,068 0.75 △ 2,611 97.68

906,725 906,725 ― ― ― ― ― ―

（ 526,503 ） （ 542,005 ） 1,037,990 7.24 1,015,846 6.96 △ 22,144 97.87

380,222 2.65 364,720 2.50 △ 15,502 95.92

15,720,450 16,006,500

（ 4,828,120 ） （ 5,044,394 ）

10,892,330 75.99 10,962,106 75.10 69,776 100.64

1,583,045 1,579,311

（ 1,225,356 ） （ 1,254,411 ）

357,689 2.50 324,900 2.23 △ 32,789 90.83

26,078 24,063

（ 22,937 ） （ 21,881 ）

3,141 0.02 2,182 0.01 △ 959 69.47 資本の部

79,363 84,271 6,504,594 45.38 6,503,322 44.55 △ 1,272 99.98

（ 54,748 ） （ 60,450 ） 1,466,862 10.23 1,666,862 11.42 200,000 113.63

24,615 0.17 23,821 0.16 △ 794 96.77 5,037,732 35.15 4,836,460 33.13 △ 201,272 96.00

65,391 0.46 13,060 0.09 △ 52,331 19.97 5,037,732 35.15 4,836,460 33.13 △ 201,272 96.00

2,033 0.01 2,033 0.01 0 100.00 ― ― ― ― ― ―

2,033 0.01 2,033 0.01 0 100.00 6,791,476 47.38 7,078,481 48.49 287,005 104.23

―   - ― ― ― ― 5,580,257 38.93 5,615,759 38.47 35,502 100.64

―   - ― ― ― ― 1,211,219 8.45 1,462,722 10.02 251,503 120.76

2,454,526 17.12 2,750,714 18.84 296,188 112.07 13,296,070 92.76 13,581,803 93.04 285,733 102.15

2,064,575 14.40 1,964,425 13.46 △ 100,150 95.15

367,985 2.57 371,390 2.54 3,405 100.93

344,983 2.41 336,548 2.31 △ 8,435 97.55

4,007 0.03 2,652 0.02 △ 1,355 66.18

18,995 0.13 3,190 0.02 △ 15,805 16.79

― ― 400,000 ― ― ―

21,866 0.15 14,894 0.10 △ 6,972 68.11

100 0.00 5 0.00 △ 95 5.00

― ― ― ― ― ―

14,334,060 100.00 14,597,649 100.00 263,589 101.84 14,334,060 100.00 14,597,649 100.00 263,589 101.84

中段（　　）は減価償却累計額　　下段は差引金額

長 期 貸 付 金

車 輛 運 搬 具

工具器具及び備品

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

投 資

固 定 資 産

固 定 負 債

土 地

建 物

機 械 及 び 装 置

構 築 物

期 首 期 末 比 較

金   額 金   額

修 繕 引 当 金

有 形 固 定 資 産

流 動 負 債

未 払 金

前 受 金

　　　　　千円 　　　　　千円

期 首 期 末 比 較

　　　　　千円

退 職 給 与 引 当 金

期　　首　　・　　期　　末　　比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

科       目

借                         方

科       目

貸                       方

期         首 期         末

貯 蔵 品

有 価 証 券

そ の 他 未 収 金

営 業 外 未 収 金

営 業 未 収 金

未 収 金

現 金 預 金

流 動 資 産

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

資  産  合  計

そ の 他 流 動 資 産

前 払 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

他会計長期借入金

企 業 債

借 入 資 本 金

期     末期     首

自 己 資 本 金

資 本 金

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

金額
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